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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱源により表面が加熱されて記録材に接触し且つ搬送速度が変化可能な記録材上に形成
された未定着画像を加熱定着する加熱定着部材と、
　前記加熱定着部材の表面温度を検知する温度センサと、
　前記温度センサの検知情報に基づいて加熱定着部材を予め決められた制御温度に制御す
る制御装置とを備えた定着装置であって、
　前記制御装置は、予め決められた規定枚数以上の作像処理時に加熱定着部材に対して制
御温度可変調整処理を実行することを決定する決定要素と、
　前記決定要素にて前記加熱定着部材に対して制御温度可変調整処理を実行することが決
定されたときに、記録材の搬送速度に応じて当該記録材が定着装置に突入してから予め決
められた時間経過するまでの温度降下量判断時間を前記記録材の搬送速度につき速い方が
遅い方に比べて短くなるように可変設定し、前記温度センサからの温度情報に基づいて前
記温度降下量判断時間までの加熱定着部材の温度降下量を判断する判断要素と、
　定着可能な温度範囲内で加熱定着部材の通常制御温度及びこの通常制御温度より低い補
正制御温度を有し、前記判断要素により判断した温度降下量が予め決められた閾値基準温
度未満か否かを判断し、温度降下量が閾値基準温度以上であれば通常制御温度に、それ以
外であれば補正制御温度に切分け調整する制御温度可変要素とを備えたことを特徴とする
定着装置。
【請求項２】
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　請求項１記載の定着装置において、
　前記制御温度可変要素は、閾値基準温度、通常制御温度及び補正制御温度の少なくとも
いずれか一つを可変設定することを特徴とする定着装置。
【請求項３】
　請求項１記載の定着装置において、
　前記判断要素は、記録材の種類に応じて温度降下量判断時間を個別の時間に可変設定す
ることを特徴とする定着装置。
【請求項４】
　請求項１記載の定着装置において、
　前記判断要素は、複数色作像モードまたは単色作像モードの作像条件に応じて温度降下
量判断時間を個別の時間に可変設定することを特徴とする定着装置。
【請求項５】
　請求項２記載の定着装置において、
　前記制御温度可変要素は、記録材の種類に応じて、閾値基準温度、通常制御温度及び補
正制御温度の少なくともいずれか一つを可変設定することを特徴とする定着装置。
【請求項６】
　請求項２記載の定着装置において、
　前記制御温度可変要素は、作像条件に応じて、閾値基準温度、通常制御温度及び補正制
御温度の少なくともいずれか一つを可変設定することを特徴とする定着装置。
【請求項７】
　請求項１または２記載の定着装置において、
　前記制御装置は、定着処理中に記録材または作像条件の変更情報を受け付けた条件下で
は、前記判断要素及び前記制御温度可変要素の可変設定条件の少なくとも一つを可変設定
することを特徴とする定着装置。
【請求項８】
　請求項１または２記載の定着装置において、
　前記制御装置は、定着装置の周辺に配された環境センサの環境情報に基づいて、前記判
断要素及び前記制御温度可変要素の可変設定条件の少なくとも一つを可変設定することを
特徴とする定着装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８いずれかに記載の定着装置を用いた画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、プリンタ、ファクシミリ等の画像形成装置において、記録材上に形
成された未定着トナー像を加熱定着して画像を作成する定着装置及びこれを用いた画像形
成装置の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真方式を採用した複写機等の画像形成装置では、例えば静電的に形成した
トナー像を用紙などの記録材に定着させるためにトナーが加熱溶着可能な定着装置を用い
ることが一般に知られている。このような定着装置としては種々なものが提案されている
が、熱効率、安全性、小型化等の観点から、加熱可能な加熱定着部材とこれに圧接する加
圧部材とを備え、これら両部材の圧接ニップ部にトナー像が担持される用紙を挿通させて
当該トナー像を用紙に定着固定するようなものが広く実用されている。
【０００３】
　このような定着装置では、加熱定着部材の温度が高すぎても低すぎても良好な画像が得
られなくなってしまうため、例えば、加熱定着部材の表面温度を適宜検知する温度センサ
を加熱定着部材の近傍に配設し、この検知情報に基づいて制御装置による加熱定着部材の
表面温度の制御を行い、当該加熱定着部材の表面温度を一定に保つようにしたものが知ら
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れている。また、このほかにも画像形成装置内に配設され且つ温度や湿度を検知する環境
センサからの検知情報を利用するなどして加熱定着部材の表面温度を一定に保つようにし
たものも知られている。
　しかしながら、このように温度センサの温度検知情報や環境センサによる環境情報を適
宜取り込むことによる温度制御だけでは、例えば、新たに給紙カセットに用紙をセットし
た直後などにジョブが開始されると、装置内の雰囲気温度と用紙表面との間に温度差があ
るため、用紙挿通時に加熱定着部材の表面温度が大きく変化してしまい、トナー像の定着
性にバラツキが生じてしまうという不具合が生ずる。
　そこで、特許文献１には、用紙の通過前と通過後とで加熱定着部材の表面温度を検知し
、この検知情報に基づいて加熱定着部材の温度制御を行うようにした技術が提案されてい
る。
　このような技術によれば、用紙毎に加熱定着部材の表面温度の温度制御が行われるため
、安定したトナー定着性を得ることができる。
【０００４】
【特許文献１】特開平７－２３４６０６公報（実施例、図３）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１記載の先行技術は、良好なトナー定着性を得ることが可能で
あるものの、薄紙などの坪量の低い用紙を用いた場合には用紙に対して過剰な熱量を与え
てしまい、用紙表面の水分の蒸発により用紙が一方の面に反る所謂カールを発生させてし
まうという不具合が生ずる。このようなカールは、仮に一枚での曲率が小さいものであっ
たとしても複数枚の印刷では出力時の用紙の積み重ねに伴って曲率が大きくなり、顕著に
なってしまうものである。
【０００６】
　本発明は、このような技術的課題を解決するためになされたものであって、普通紙や薄
紙等の坪量の低い記録材を定着する際に、記録材に対する過剰な加熱により発生してしま
うカールを有効に防止することが可能な定着装置及びこれを用いた画像形成装置を提供す
るものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち、本発明は、図１に示すように、熱源により表面が加熱されて記録材５に接触
し且つ搬送速度が変化可能な記録材５上に形成された未定着画像を加熱定着する加熱定着
部材１と、前記加熱定着部材１の表面温度を検知する温度センサ２と、前記温度センサ２
の検知情報に基づいて加熱定着部材１を予め決められた制御温度に制御する制御装置３と
を備えた定着装置４であって、前記制御装置３は、予め決められた規定枚数以上の作像処
理時に加熱定着部材１に対して制御温度可変調整処理を実行することを決定する決定要素
と、前記決定要素にて前記加熱定着部材１に対して制御温度可変調整処理を実行すること
が決定されたときに、記録材５の搬送速度に応じて当該記録材５が定着装置４に突入して
から予め決められた時間経過するまでの温度降下量判断時間を前記記録材５の搬送速度に
つき速い方が遅い方に比べて短くなるように可変設定し、前記温度センサ２からの温度情
報に基づいて前記温度降下量判断時間までの加熱定着部材１の温度降下量を判断する判断
要素３ａと、定着可能な温度範囲内で加熱定着部材１の通常制御温度及びこの通常制御温
度より低い補正制御温度を有し、前記判断要素３ａにより判断した温度降下量が予め決め
られた閾値基準温度未満か否かを判断し、温度降下量が閾値基準温度以上であれば通常制
御温度に、それ以外であれば補正制御温度に切分け調整する制御温度可変要素３ｂと、を
備えることを特徴とするものである。
【０００８】
　このような技術的手段において、作像方式はトナー像を可視像化するものであれば適宜
選定してよく電子写真方式や静電記録方式等を問わない。
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　また、定着装置４は、加熱定着を対象とし、記録材５をニップ搬送する一対の加熱定着
部材１を有していればよく、その態様はロール対構成のほか、ベルトとロールとの組み合
わせであってもよいし、ベルト対構成であってもよい。
　更に、加熱定着部材１の加熱方法としては、内部に熱源を有して自身で加熱を行う態様
や、内部に熱源を有して自身で加熱を行うと共に外部加熱部材によって加熱定着部材１を
補助的に加熱する態様のほか、内部に熱源を有さずに外部加熱部材にて加熱定着部材１を
加熱する態様であってもよく、適宜選定して差し支えない。
　更にまた、温度センサ２としては、加熱定着部材１の表面温度を検知可能なものであれ
ば適宜選定して差し支えない。
【０００９】
　また、制御装置３は、記録材５が定着装置４に突入してから所定時間経過後の加熱定着
部材１の温度降下量が測定可能な判断要素３ａと、この温度降下量情報が閾値基準温度以
上であれば通常制御温度に、それ以外であれば補正制御温度に切分け調整する制御温度可
変要素３ｂとを具備したものである。すなわち、制御装置３が通常の温度制御を行う通常
モードのほかに、少なくとも制御温度を可変調整する温度可変モードを備えたものである
。
　この場合、判断要素３ａは、記録材５が加熱定着部材１に突入してから所定の時間を温
度降下量判断時間として予め設定し、少なくとも記録材５が加熱定着部材１に突入したと
きの加熱定着部材１の温度と、所定時間経過後の加熱定着部材１の温度とを温度センサ２
から取り込み、その差を計測することによって温度降下量を判断する。
【００１０】
　また、本発明では、判断要素３ａは、温度降下量判断時間を可変設定する態様が採用さ
れている。
　このように温度降下量判断時間を可変設定にすることにより、例えばプロセススピード
が異なる場合でも、それに対応して温度降下量を正確に判断することができる。
【００１１】
　更に、制御温度可変要素３ｂは、閾値基準温度、通常制御温度及び補正制御温度の少な
くともいずれか一つを可変設定することが好ましい。
　「閾値基準温度、通常制御温度及び補正制御温度の少なくともいずれか一つ」とは、こ
の三つの中から任意に選択した一つでもよいし、任意に選択した二つでもよいし、全てで
もよいという趣旨である。
　この場合、閾値基準温度を可変設定することにより、使用環境条件に応じた適切な切分
け調整が可能である。
　また、通常制御温度を可変設定することにより、使用環境条件に応じた適切な通常制御
温度に設定できる。
　更に、補正制御温度を可変設定することにより、使用環境条件に応じた補正制御温度に
設定でき、加熱定着部材１を適切な表面温度に保つことができる。
　ここでいう使用環境条件とは、画像密度、白黒／カラー及び両面／片面等の作像条件の
ほか、紙種、環境条件等を広く含むものである。
　このように、閾値基準温度、通常制御温度及び補正制御温度の少なくとも一つを適宜可
変設定することにより、加熱定着部材１の温度を適切な温度に切分け調整することができ
る。
【００１２】
　更に、本発明では、制御装置３は予め決められた規定枚数以上の作像処理時に加熱定着
部材１の制御温度可変調整処理を行う態様が採用されている。
　すなわち、作像処理枚数が少ない場合、排出された記録材５は例えばフラットな面の排
出トレイに載置されると、自重と放熱により、ある程度カールを矯正することができるが
、一枚あたりの曲率は小さくても、収容部での多数枚の積み重ねで収容性不良が発生する
ことがある。そのため、所定枚数以上の作像処理時に加熱定着部材１の制御温度可変調整
処理を行うことが有効である。この場合、所定枚数については、紙種や環境条件等からカ
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ールの発生し易い条件に応じて適宜選定して差し支えない。
【００１３】
　更にまた、判断要素３ａは、記録材５の種類に応じて温度降下量判断時間を個別の時間
に可変設定することが好ましい。
　本態様によれば、記録材５の種類が異なれば、例えば搬送スピードも異なり、搬送スピ
ードに対応して温度降下量判断時間を可変設定することができる。この場合、例えば普通
紙と厚紙とで温度降下量判断時間を等しく設定すると、プロセススピードの速い普通紙で
は、厚紙に比べて初期に排出される記録材５の枚数が多くなり、記録材５が積み重なる所
謂スタック時にカールの発生が懸念されるが、本態様では普通紙の温度降下量判断時間を
短く設定することが可能である。
　また、例えば白黒専用の画像形成装置などでプロセススピードが変更できないタイプの
ものであっても、普通紙の場合は、厚紙に比べて用紙間のスパンを狭めて定着が行われ生
産性（排出量）を上げているため、初期に排出される枚数の増加に伴いカールの発生が懸
念されるが、本態様では普通紙の温度降下量判断時間を短く設定することが可能である。
　したがって、本態様によれば、記録材５の種類に応じて記録材５が数枚走行する程度の
時間に温度降下量判断時間を設定することができる。
【００１４】
　また、判断要素３ａは、複数色作像モードまたは単色作像モードの作像条件に応じて温
度降下量判断時間を個別の時間に可変設定することが好ましい。
　この場合、単色作像モードは代表的には白黒作像モードであるが、これに限らず、他の
色であっても差し支えない。また、複数色作像モードは、２色以上のトナーが用いられる
作像モードであり、代表的にはフルカラー作像モードが挙げられる。
　一般に、単色作像モードでは、複数色作像モードに比べてプロセススピードを上げてお
り、その分、スタック量が多くなってしまうため、温度降下量判断時間を短くするとよい
。ただし、単色作像モード及び複数色作像モードにおいて、記録材５の種類及びプロセス
スピードが同等であれば、同じ温度降下量判断時間に設定しても差し支えない。
【００１５】
　更に、制御温度可変要素３ｂは、記録材５の種類に応じて、閾値基準温度、通常制御温
度及び補正制御温度の少なくともいずれか一つを可変設定することが好ましい。
　この場合、記録材５の種類に対応させるようにしたのは、記録材５の熱吸収量が坪量に
比例するものであり、同じプロセススピード及び生産性であれば坪量の大きい厚紙などの
記録材５の方が温度降下量も大きくなる傾向にあるためである。本態様によれば、例えば
坪量の低い薄紙では加熱定着部材１の表面温度の温度降下量が小さいため、閾値基準温度
を小さく設定でき、また、最低定着温度も低いため補正制御温度を低く設定できる。更に
、薄紙では、通常制御温度も低く設定することができる。
　このように、記録材５の種類に応じて、閾値基準温度、通常制御温度及び補正制御温度
の少なくともいずれか一つを可変設定することにより、記録材５に対応した適切な制御温
度に調整することができる。
【００１６】
　更にまた、制御温度可変要素３ｂは、作像条件に応じて、閾値基準温度、通常制御温度
及び補正制御温度の少なくともいずれか一つを可変設定することが好ましい。
　この場合、作像条件とは、複数色／単色の作像モードや、片面／両面の画像形成モード
のほか、画像密度が挙げられる。
　本態様によれば、作像条件に応じた温度に各可変設定条件を設定することにより、作像
条件に対応した適切な制御温度に調整することができる。
【００１７】
　また、制御装置３は、定着処理中に記録材５または作像条件の変更情報を受け付けた条
件下では、判断要素３ａ及び制御温度可変要素３ｂの可変設定条件の少なくとも一つを可
変設定することが好ましい。
　このような態様であれば、定着処理中に紙種変更や作像条件変更が行われたとしても、
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それに対応した制御が行われるため、適切な温度を保つことができる。
【００１８】
　更に、制御装置３は、定着装置４の周辺に配された環境センサの環境情報に基づいて、
判断要素３ａ及び制御温度可変要素３ｂの可変設定条件の少なくとも一つを可変設定する
ことが好ましい。
　本態様によれば、環境条件に応じた温度に各可変設定条件を設定することにより、環境
条件に影響されることなく安定した温度制御を行うことができる。
【００１９】
　また、本発明は、このような定着装置４に限られるものではなく、これを用いた画像形
成装置をも対象とする。
【００２０】
　次に、上述した技術的手段の作用について、図１，２を基に説明する。
　今、記録材５が定着装置４内に未進入の状態にあるとすると、このときの加熱定着部材
１の表面温度は通常制御温度に保たれている。
　そして、定着装置４内に記録材５が突入すると、記録材５及び記録材５上の未定着トナ
ー像が加熱定着部材１の熱を奪い、加熱定着部材１の表面温度が低下する。このとき、温
度センサ２は少なくとも記録材５の加熱定着部材１の突入時の温度と温度降下量判断時間
経過後の温度とを測定し、この検知情報を制御装置３に送出する。
　また、制御装置３は、温度センサ２からの検知情報に基づき、前記温度降下量判断時間
内の加熱定着部材１の温度降下量を計測する。
　更に、制御装置３は、温度降下量が予め決められた閾値基準温度未満か否かを判断し、
温度降下量が閾値基準温度以上であれば通常制御温度に、それ以外であれば補正制御温度
に切分け調整する。
　すなわち、制御装置３は、図中実線で示すように温度降下量が閾値基準温度よりも小さ
い場合には、制御温度を補正制御温度に調整する。一方、制御装置３は、図中点線で示す
ように、温度降下量が閾値基準温度以上の場合には、記録材５の突入前と同じ通常制御温
度を保持するように調整する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明に係る定着装置によれば、加熱定着部材の温度降下量に着目し、温度降下量が閾
値基準温度に至るか否かに基づいて記録材の使用環境条件を判断し、加熱定着部材の制御
温度を調整するようにしたので、普通紙や薄紙等の坪量の低い記録材を定着する際に、過
剰な加熱により発生してしまうカールを有効に防止することが可能な定着装置を提供する
ことができる。
　特に、本発明では、一枚当たりのカールの曲率は小さくても、収容部での多数枚の積み
重ねで収容性不良が発生することがあるため、予め決められた規定枚数以上の作像処理時
に加熱定着部材の制御温度可変調整処理を行うことが有効である。
　更に、記録材の搬送速度に応じて温度降下量判断時間を可変設定することにより、例え
ばプロセススピードが異なる場合でも、それに対応して温度降下量を正確に判断すること
ができる。
　また、このような定着装置を備えた画像形成装置によれば、複数枚印刷の出力時に記録
材の積み重ねに伴って顕著に発生するカールを有効に防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、添付図面に示す実施の形態に基づいてこの発明を詳細に説明する。
◎実施の形態１
　図３は、本発明が適用された画像形成装置の実施の形態１を示す。同図において、本実
施の形態の画像形成装置は、画像を作成するプリンタ装置１０を備え、プリンタ装置１０
の上部に原稿を読み取るための画像読取ユニット１１配設し、更に、その上方に画像読取
ユニット１１に原稿を送るための原稿送り装置１２を配設したものである。
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　また、プリンタ装置１０は、プリンタ筐体１３の下部に用紙などのシートを供給する多
段のシートトレイ５１～５３を配設し、その上方にはシートトレイ５１～５３からのシー
トにカラー画像が形成可能な作像エンジン２０を設けると共に、この作像エンジン２０の
対向部にはシートトレイ５１～５３からのシートの搬送路となるシート搬送路６０と、作
像エンジン２０のシート搬送方向下流側にはシート上の未定着トナー像を定着する定着装
置４０とを配設したものである。
【００２３】
　更に、作像エンジン２０は、例えば電子写真方式を採用したものであって、イエロ（Ｙ
色）、マゼンタ（Ｍ色）、シアン（Ｃ色）及びブラック（Ｋ色）の４色の作像ユニット２
１（２１ａ～２１ｄ）を中間転写ベルト３０上に並列配置させた所謂タンデム型の構成と
なっており、作像ユニット２１（２１ａ～２１ｄ）にて形成された各色のトナー像を中間
転写ベルト３０上に順次一次転写させて多重化し、この多重化されたトナー像を二次転写
装置３５にてシートトレイ５１～５３から搬送されたシート上に一括転写させ、定着装置
４０に導くようにしたものである。尚、４色の作像ユニット２１の配色はこの順番に限ら
ず、他の順番であっても差し支えない。
【００２４】
　本実施の形態における作像ユニット２１（２１ａ～２１ｄ）は、各色成分トナー像を形
成担持する感光体ドラム２２と、この感光体ドラム２２を帯電する帯電ロール等の帯電装
置２３、帯電された感光体ドラム２２に潜像を形成するレーザ露光器２４、感光体ドラム
２２上の静電潜像を顕像化する現像器２５、感光体ドラム２２上のトナー像を中間転写ベ
ルト３０上に一次転写する例えば一次転写ロールからなる一次転写装置２６、感光体ドラ
ム２２上に残留した残留トナーを清掃するクリーナ２７にて構成されている。尚、本実施
の形態では、レーザ露光器２４は、４色の作像ユニット２１全体を一つのレーザ露光器２
４にて露光するようになっている。
【００２５】
　また、中間転写ベルト３０は、複数の張架ロール３１～３３に張架され、例えば張架ロ
ール３１を駆動ロールとして循環搬送されるものであり、例えば二次転写ロールからなる
二次転写装置３５が張架ロール３３をバックアップロールとして対向配置されている。更
に、この中間転写ベルト３０の張架ロール３２と対向する位置には、中間転写ベルト３０
上の残留トナーを除去するベルトクリーナ３６が配設されている。
【００２６】
　更に、シート搬送路６０は次のようになっている。夫々のシートトレイ５１～５３から
略垂直上方に延びる垂直搬送路６１と、この垂直搬送路６１の下流側で、略水平に延びる
主搬送路６２と、主搬送路６２の最下流近傍に略Ｙ字状に下方に延びる退避搬送路６３及
びこの退避搬送路６３の途中から略水平に延びて垂直搬送路６１まで導く反転搬送路６４
とで構成されている。
　また、シートトレイ５１～５３の近傍にはシートを所定のタイミングで送り出すピック
アップロール６５と、シートを捌くナジャロール６６とリタードロール６７とを備え、最
上部の１枚のシートのみが送出可能になっている。
　そして、主搬送路６２には、シートの位置決め規制を行うレジストロール５４、中間転
写ベルト３０上で多重化されたトナー像を一括転写する二次転写装置３５、トナー像が一
括転写されたシートを搬送する搬送ベルト５５、トナー像をシートに定着する定着装置４
０及びプリンタ筐体１３の側方に設けられシートを収容する収容トレイ５７にシートを排
出する排出ロール５６等が設けられている。
　尚、これらの搬送路６１～６４には、シートの搬送を確実にする搬送ロールや搬送ガイ
ド等の搬送部材が適宜配設されている。
【００２７】
　また、本実施の形態の定着装置４０は、図４のようになっている。同図において、定着
装置４０は、回転可能に配設される定着部材としての定着ロール４１と、この定着ロール
４１に圧接し且つこの定着ロール４１と共に従動回転する無端ベルト状の定着ベルト４３
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とを備えている。
　本実施の形態において、定着ロール４１は、機械的強度に優れ且つ熱伝導性が良好なア
ルミニウム等の金属製の円筒状のコア４１ａと、このコア４１ａの表面に形成されたシリ
コーンゴム等の弾性層４１ｂと、この弾性層４１ｂの表面に被覆され、シートＳ上の未定
着トナー像Ｔのオフセットを防止するために設けられた離型層４１ｃとを備え、その内部
に加熱源としてのハロゲンランプ等のヒータ４２を配置したものである。
【００２８】
　本態様において、コア４１ａとしては、機械的強度と良好な熱伝導性を備えていれば特
に材質は制限されず、例えばステンレス、鋼、黄銅等の金属や合金が使用される。
　また、弾性層４１ｂとしては、シリコーンゴムに限らず、耐熱性を備えていれば、例え
ばフッ素系ゴム等も使用でき、コア４１ａ表面に対する成形方法も特に制限されず、注入
成形法やコーティング法等が採用される。
　更に、離型層４１ｃとしては、耐熱性があり、トナーに対する適度な離型性を備えるも
のであればよく、例えばフッ素系ゴムやフッ素系樹脂等が使用される。
　更にまた、定着ロール４１内部のヒータ４２としては、コア４１ａ内部に収容できる形
状、構造のものであれば特に制限されず、適宜選定して差し支えない。
【００２９】
　また、定着ロール４１の周囲には、定着ロール４１の表面温度を計測する温度センサ４
９が配設され、この温度センサ４９の検知情報に基づいてヒータ４２の温度制御を行うこ
とにより定着ロール４１の表面温度が所定の温度に保たれるようになっている。更に、温
度センサ４９としては、定着ロール４１の表面温度を計測できるものであれば特に制限さ
れず、例えばサーミスタやポジスタ等の感温素子等適宜選定して差し支えない。
【００３０】
　一方、定着ベルト４３は、単層構造であってもよいが、本実施の形態では基材表面に離
型層を施した積層構造のベルトを使用している。
　また、定着ベルト４３の基材としては、耐熱性を有すれば、例えば熱硬化性ポリイミド
、熱可塑性ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド等の樹脂基材や、ステンレス、ニ
ッケル、銅等の金属基材が用いられる。また、離型層としては、表面に付着するトナーの
剥離性が良好なものがよく、その材質としては、例えばフッ素系樹脂が用いられる。
【００３１】
　更に、定着ベルト４３は、張架ロールなどを持たず、定着ロール４１に対向する定着ベ
ルト４３の内側に耐熱性を有するシリコーンゴム等の弾性材料によって形成される加圧パ
ッド４６を配設して支持するようにしたものである。そして、当該加圧パッド４６にて定
着ベルト４３を定着ロール４１に向けて押圧することにより両者間に接触ニップ域を形成
し、この接触ニップ域に未定着トナー像Ｔが転写されたシートＳを通過させることでこの
未定着トナー像Ｔを加熱・加圧定着させるようになっている。
　また、この加圧パッド４６は、断面略凹状の保持部材４８に嵌合するように配設される
一方、定着ベルト４３側には表面に定着ベルト４３との摩擦抵抗を小さく維持し、定着ベ
ルト４３の回転を一層スムーズにさせるために、例えばフッ素系樹脂シートからなる低摩
擦シート４６ａを設けたものである。
【００３２】
　更にまた、保持部材４８の加圧パッド４６よりも下流側には、シートＳが剥離可能な剥
離ニップ域を形成する剥離ニップ部材４７が収容されている。この剥離ニップ部材４７は
、例えばアルミニウム、ステンレス、鋼、銅、黄銅等の金属や合金からなる高剛性の材料
によって構成されている。
　また、保持部材４８は、その下部側に設けられた支持部材４４にて支持され、更に、こ
の支持部材４４の下部側には、断面略円弧面のベルト走行ガイド４５が取り付けられてい
る。そして、保持部材４８には図示しないバネが取り付けられており、これにより、当該
保持部材４８に嵌合する加圧パッド４６を介して定着ベルト４３が定着ロール４１側に向
かって付勢するようになっている。
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【００３３】
　また、本実施の形態に係る制御系について、図５に示す。同図に示すように、制御装置
８０には、ユーザ入力１５０、温度センサ４９、画像密度情報２００、環境センサ３００
等の各情報が入力可能に接続されている。尚、各種装置等の詳細については後述する。
　一方、制御装置８０には制御信号が定着装置４０へ送出可能に接続されている。
　更に、制御装置８０は、マイクロコンピュータシステムからなり、制御部としてのＣＰ
Ｕ、ＲＯＭ、ＲＡＭなどを有しＲＯＭ内には処理プログラムなどが予め格納されており、
ＣＰＵは各プログラムを実行し、各入力情報に基づいて、温度降下量判断時間、閾値基準
温度、補正制御温度及び通常制御温度を可変設定するものである。
【００３４】
　本実施の形態において、ユーザ入力１５０としては、例えば、図６（ａ），（ｂ）に示
すように、ユーザインタフェース１００の画面に示される選択ボタンが挙げられる。
　図６（ａ）にはユーザインタフェース１００の通常画面を示す。同図に示すように、ユ
ーザインタフェース１００の通常画面には「基本コピー（１０１）」、「画質調整（１０
２）」、「読み取り方法（１０３）」、「出力形式（１０４）」、「ジョブ編集（１０５
）」の各設定が変更可能に表示されおり、今、「基本コピー（１０１）」の画面が示され
ている。
　この画面では、「倍率選択（１１１）」、「用紙選択（１１２）」、「カラーモード（
１１３）」の各設定についてボタン表示されており、今、「倍率選択（１１１）」が「１
００％（１２１）」に、「用紙選択（１１２）」が「Ａ４（１２２）」に、「カラーモー
ド（１１３）」が「白黒（１２３）」に選択されている。また、例えば、「セット（１０
７）」が５０に選定されており、作像処理枚数が５０枚に設定されている。
　この選択された情報が、ユーザ入力情報として、制御装置８０へ送出されるようになっ
ている。
【００３５】
　更に、「用紙選択（１１２）」の「他のトレイ（１２４）」から図示外の「トレイ５」
を選択すると図６（ｂ）の画面に切り替わり、「用紙サイズ（１３１）」と「用紙種類（
１３２）」が選定可能にボタン表示される。
　この画面において、「用紙サイズ（１３１）」の設定としては「自動サイズ検知（１４
１）」、「定形サイズ（１４２）」、「非定形サイズ（１４３）」がボタン表示されてお
り、ボタンを選択すると、所定の用紙サイズが選定される。
　また、同様に、「用紙種類（１３２）」の設定には「普通紙（１４５）」、「再生紙（
１４６）」、「厚紙１（１４７）」、「厚紙２（１４８）」、「ＯＨＰフィルム（１４９
）」がボタン表示されており、選択するボタンを押すと、所定の紙種に設定されると共に
、この入力された紙種情報が制御装置８０に送出されるようになっている。
【００３６】
　次に、本実施の形態に係る画像形成装置の作像プロセスについて説明する。今、図示外
のスタートボタンが押されると、周知の電子写真プロセスにより例えばＫ色の作像ユニッ
ト２１ｄにて感光体ドラム２２の表面にトナー像が形成されると、このトナー像は一次転
写装置２６により感光体ドラム２２と略同速度で移動する中間転写ベルト３０上に転写さ
れる（図３参照）。尚、フルカラー画像を作像する場合は各色の感光体ドラム２２の表面
にトナー像を形成すればよい。
　また、シート搬送系は、シートトレイ５１からシートを１枚送り出し、垂直搬送路６１
のリタードロール６７を介して主搬送路６２のレジストロール５４まで搬送すると、この
レジストロール５４にて一旦停止させる。この後、シートは、シート上への画像書き込み
タイミングに合わせて二次転写装置３５に搬送され、中間転写ベルト３０上のモノクロト
ナー像が当該シート上に転写される。そして、このシートは、搬送ベルト５５を通り、定
着装置４０に搬送され、定着装置４０にてシート表面の未定着トナー像が定着された後に
、収容トレイ５７に排出される。
　また、両面画像形成モードの場合、定着後のシートは、退避搬送路６３に搬送され、反
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転搬送路６４にて反転した後、再度主搬送路６２のレジストロール５４まで搬送される。
そして、当該シートは、レジストロール５４にて一旦停止してから、二次転写装置３５に
てシートのもう一方の面に中間転写ベルト３０上のトナー像が転写され、定着装置４０に
てトナー定着が行われた後、収容トレイ５７に排出される。
【００３７】
　このような作像プロセスにおいて、定着装置４０の温度制御プロセスについて、図７を
基に説明する。
　本実施の形態において、制御装置８０には、ユーザ入力１５０からの情報として、作像
処理枚数に５０枚、紙種に普通紙、作像条件に白黒作像モード、画像形成条件に片面画像
形成モードが入力されている（図５参照）。また、制御装置８０は、作像処理枚数が例え
ば５０枚以上の場合に、定着ロール４１の制御温度可変調整処理を行うようになっており
、前記入力情報に基づいて作動するようになっている。尚、制御装置８０が作動する作像
処理枚数の規定値は、例として５０枚としているが、これに限られるものではなく、紙種
や環境条件等に応じて適宜選定して差し支えない。
【００３８】
　そして、今、シートが定着装置４０内に未進入の状態にあるとすると、このときの定着
ロール４１の表面温度は通常制御温度に保たれている（図８参照）。
　ここで、制御装置８０は、シートの定着装置４０への突入時から所定の時間を温度降下
量判断時間として予め設定する。
　そして、定着ロール４１内にシートが突入すると、シート及びシート上のトナー像が定
着ロール４１の熱を奪い、定着ロール４１の表面温度は低下する。このとき、温度センサ
４９は少なくともシートの定着ロール４１突入時の温度と所定の時間経過後の温度とを測
定し、この検知情報を制御装置８０に送出する。
　また、制御装置８０は、温度センサ４９からの検知情報に基づき、温度降下量判断時間
内の定着ロール４１表面の温度降下量を計測する。
【００３９】
　更に、制御装置８０は、温度降下量が予め決められた閾値基準温度未満か否かを判断し
、温度降下量が閾値基準温度以上であれば通常制御温度に、それ以外であれば補正制御温
度に切分け調整する。
　すなわち、図８中実線に示すように、制御装置８０は、温度降下量が閾値基準温度より
も小さい場合に、制御温度を補正制御温度に調整する。一方、図中点線で示すように、温
度降下量が閾値基準温度以上の場合に、制御装置８０は通常制御温度を保持するように調
整する。
　また、本実施の形態においては、制御装置８０が温度降下量を測定し、閾値基準温度と
比較して制御温度の変更の可否を制御しているが、このような態様に限られず、予め決め
られた通常制御温度から閾値基準温度を差し引いた温度を切替判別温度として設定してお
き、温度降下量判断時間経過後の温度が前記切替判別温度以上か否かによって制御温度を
切分け調整するようにしてもよい。すなわち、図中実線で示すように、判断時間経過後の
定着ロール４１の表面温度が切替判別温度よりも高い場合に制御温度を補正制御温度に調
整し、一方、図中点線で示すように、定着ロール４１の表面温度が切替判別温度以下のと
きに通常制御温度を保つように調整することもできる。
【００４０】
　このような作像プロセスにおいて、制御温度可変調整処理として、紙種、画像密度、環
境条件、白黒／カラーの作像条件、両面／片面の画像形成条件等に応じて、温度降下量判
断時間、閾値基準温度、補正制御温度及び通常制御温度の可変設定条件のうち少なくとも
一つを可変にすれば、定着ロール４１の表面温度をより最適にすることができる（図９参
照）。
　すなわち、作像処理枚数が規定枚数以上であれば、紙種、画像密度、環境条件、白黒／
カラーの作像条件、両面／片面の画像形成条件等に応じて、可変設定された温度降下量判
断時間内の温度降下量に基づいて、可変設定された補正制御温度または可変設定された通
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常制御温度に切分け調整するようにしたものである。より具体的には、制御装置８０は、
温度降下量が可変設定された閾値基準温度未満か否かを判断し、温度降下量が閾値基準温
度以上のときに通常制御温度に、それ以外の時に補正制御温度に切分け調整することが可
能である。尚、ここでは、温度降下量判断時間、閾値基準温度、補正制御温度及び通常制
御温度の可変設定条件のうち全てを可変設定した場合について説明したが、これに限られ
るものではなく、使用環境条件に応じて夫々適宜可変設定すればよい。
　尚、各条件に応じて、可変設定条件を可変にした態様の詳細については後述する実施例
で説明する。
【００４１】
　更に、このように制御温度が可変設定され且つ定着処理が行われている最中に、トレイ
変更による紙種変更が行われたり作像条件変更が行われたとすると、制御装置８０は、そ
の紙種に対応した温度降下量判断時間、閾値基準温度、補正制御温度及び通常制御温度の
少なくとも一つを再度設定し直し、再度適切な制御温度に切分け調整することができる。
　本実施の形態によれば、普通紙や薄紙等の坪量の低い用紙を定着する際に、過剰な加熱
により発生してしまうカールを有効に防止することが可能な定着装置を提供することがで
きる。
　更に、シート毎の個別の使用環境条件に応じて制御装置８０の可変設定条件を可変設定
すれば定着ロール４１の温度をより的確な温度制御を行うことができる。
【実施例】
【００４２】
◎実施例１
　実施例１は、実施の形態１に係る画像形成装置と同様のものを用い、紙種に応じて温度
降下量判断時間を可変にし、定着ロール４１の温度制御を行ったものである（図１０参照
）。
　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
・紙種：普通紙、厚紙
・温度降下量判断時間：普通紙 ４秒、厚紙 ６秒
　すなわち、ユーザ入力情報としてユーザインタフェース１００の「用紙種類（１３２）
」が「普通紙（１４５）」または「厚紙１（１４７）」に選定されているとすると、この
入力情報に基づいて温度降下量判断時間が可変設定される（図６（ｂ）参照）。
【００４３】
　今、ユーザ入力１５０には、作像処理枚数として５０枚、紙種として普通紙または厚紙
、作像条件として白黒作像モード、画像形成条件として片面画像形成モードが選択されて
いる。このとき、制御装置８０は、温度降下量判断時間を、普通紙の場合４秒に、厚紙の
場合６秒に可変設定し、この温度降下量判断時間内の温度降下量が閾値基準温度未満か否
かに基づいて制御温度に切分け調整する。
　すなわち、図１０に示すように、普通紙、厚紙夫々の態様において、温度降下量判断時
間経過後の定着ロール４１の温度降下量が閾値基準温度未満であれば、制御温度が補正制
御温度に切分け調整される。尚、温度降下量が閾値基準温度以上であれば、通常制御温度
に切分け調整される。
　このように紙種により温度降下量判断時間を可変設定することにより、厚紙に比べてプ
ロセススピードの速い普通紙を用いた態様において、初期に排出される用紙の枚数を低減
させることができ、スタック時のカールを抑えることができる。
【００４４】
◎実施例２
　実施例２は、実施例１において、制御装置８０が用紙の種類に応じて閾値基準温度及び
補正制御温度を夫々可変設定するようにしたものであり、より適正な温度制御を行うこと
ができる（図１１参照）。
　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
・紙種：普通紙、厚紙
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・温度降下量判断時間：普通紙 ４秒、厚紙 ６秒
・閾値基準温度：普通紙 ５℃、厚紙 ７℃
・補正制御温度：普通紙 －１０℃、厚紙 －７℃
　尚、通常制御温度を１８８℃に設定して表記すると共に、同図において、閾値基準温度
のほかに閾値基準温度を絶対温度として表した切替判別温度も表記している。
　本実施例において、用紙の坪量と用紙の熱吸収性とは比例関係にあるため、同じプロセ
ススピード及び生産性であれば温度降下量は坪量の大きい厚紙の方が熱吸収量も大きくな
る。したがって、坪量の低い普通紙などは、定着ロール４１の温度降下量が小さいため、
閾値基準温度を小さく設定すればよい。また、普通紙は最低定着温度も低いため補正制御
温度も低く設定すればよい。また、通常制御温度は、普通紙の場合に低く設定するなど、
適宜可変設定して差し支えない。
【００４５】
　本態様において、制御装置８０は、普通紙の場合、閾値基準温度を５℃、補正制御温度
を通常制御温度から１０℃低い温度に設定し、厚紙の場合、閾値基準温度を７℃、補正制
御温度を通常制御温度から７℃低い温度に設定されている。
　このような設定下において、定着ロール４１の制御温度は、図１１に示すように、普通
紙、厚紙夫々の態様において、温度降下量判断時間経過後の温度降下量が夫々閾値基準温
度未満であれば、制御温度が補正制御温度に切分け調整される。尚、温度降下量が閾値基
準温度以上であれば、通常制御温度に切分け調整される。
　このように紙種により温度降下量判断時間、閾値基準温度及び補正制御温度を可変設定
することにより、適正な温度制御を行うことができる。
【００４６】
◎実施例３
　実施例３は、実施の形態１に係る画像形成装置と同様のものを用い、白黒作像モードま
たはカラー作像モードの作像条件に応じて温度降下量判断時間を可変にし、定着ロール４
１の温度制御を行ったものである（図１２参照）。
　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
・作像条件：白黒作像モード、カラー作像モード
・温度降下量判断時間：白黒作像モード２秒、カラー作像モード４秒
　すなわち、ユーザ入力情報としてユーザインタフェース１００の「カラーモード（１１
３）」が「白黒（１２３）」または「フルカラー（１２５）」に選定されているとすると
、この入力情報に基づいて温度降下量判断時間は可変設定される（図６（ａ）参照）。
【００４７】
　今、ユーザ入力１５０には、作像処理枚数として５０枚、紙種として普通紙、作像条件
として白黒作像モードまたはカラー作像モード、画像形成条件として片面画像形成モード
が選択されている。このとき、制御装置８０は、温度降下量判断時間を、白黒作像モード
の場合２秒に、カラー作像モードの場合４秒に可変設定し、この温度降下量判断時間内の
温度降下量が閾値基準温度未満か否かに基づいて制御温度を切分け調整するものである。
　すなわち、図１２に示すように、白黒作像モード、カラー作像モード夫々の態様におい
て、温度降下量判断時間経過後の定着ロール４１の温度降下量が閾値基準温度未満であれ
ば、制御温度が補正制御温度に切分け調整される。
　このように作像条件により温度降下量判断時間を可変設定することにより、カラー作像
モードに比べてプロセススピードの速い白黒作像モードにおいて、初期に排出される用紙
の枚数を低減させることができ、スタック時のカールを抑えることができる。
【００４８】
◎実施例４
　実施例４は、実施例３において、制御装置８０が白黒作像モードまたはカラー作像モー
ドの作像条件に応じて閾値基準温度及び補正制御温度を夫々可変設定したものであり、よ
り適正な温度制御を行うことができる（図１３参照）。
　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
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・作像条件：白黒作像モード、カラー作像モード
・温度降下量判断時間：白黒作像モード ２秒、カラー作像モード ４秒
・閾値基準温度：白黒作像モード ５℃、カラー作像モード ３℃
・補正制御温度：白黒作像モード －１０℃、カラー作像モード －５℃
　この場合、一般に、白黒作像モードでは、カラー作像モードに比べてプロセススピード
が速く、その分、温度降下量が大きいため、閾値基準温度が大きく設定されている。また
、フルカラー作像モードでは、白黒作像モードに比べて画像密度が高く、トナーの発色性
を得るために、補正制御温度が高く設定されている。また、通常制御温度は、白黒作像モ
ードにおいて低く設定するなど、適宜可変設定して差し支えない。
【００４９】
　本態様において、制御装置８０は、白黒作像モードの場合、閾値基準温度を５℃、補正
制御温度を通常制御温度から１０℃低い温度に設定し、カラー作像モードの場合、閾値基
準温度を３℃、補正制御温度を通常制御温度から５℃低い温度に設定されている。
　このような設定下において、定着ロール４１の制御温度は、図１３に示すように、白黒
作像モード、カラー作像モード夫々の態様において、温度降下量判断時間経過後の温度降
下量が夫々閾値基準温度未満であれば、制御温度が補正制御温度に切分け調整される。尚
、温度降下量が閾値基準温度以上であれば、通常制御温度に切分け調整される。
　このように作像条件により温度降下量判断時間、閾値基準温度及び補正制御温度を可変
設定することにより、適正な温度制御を行うことができる。
【００５０】
◎実施例５
　実施例５は、実施例４において、制御装置８０が画像密度に応じて閾値基準温度及び補
正制御温度を夫々可変設定するものであり、より適正な温度制御を行うことができる（図
１４参照）。すなわち、単色作像モードと複数色作像モードとにおいて、用紙の種類及び
プロセススピードが同等であれば、温度降下量が画像密度に依存するため、本態様が有効
である。
　本実施例において、制御装置８０は、デジタル画像信号に変換された画像読み取り信号
から画像密度情報２００を取り込み、制御温度の切分け調整を行うようになっている（図
５参照）。
　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
・画像密度条件：低画像密度、高画像密度
・温度降下量判断時間：低画像密度 ２秒、高画像密度 ４秒
・閾値基準温度：低画像密度 ５℃、高画像密度 ６℃
・補正制御温度：低画像密度 －１０℃、高画像密度 －８℃
【００５１】
　この場合、例えば、低画像密度では、高画像密度に比べて温度降下量が小さく且つ最低
定着温度も低いので、高画像密度に比べて閾値基準温度を小さく且つ補正制御温度を低く
設定されている。また、通常制御温度は、低画像密度において低く設定するなど、適宜可
変設定して差し支えない。
　すなわち、図１４に示すように、低画像密度、高画像密度夫々の態様において、温度降
下量判断時間経過後の定着ロール４１の温度降下量が夫々閾値基準温度未満であれば、補
正制御温度に切分け調整される。尚、温度降下量が閾値基準温度以上であれば、通常制御
温度に切分け調整される。
　このように、画像密度により、温度降下量判断時間、閾値基準温度及び補正制御温度を
可変設定することにより、適正な温度制御を行うことができる。
【００５２】
◎実施例６
　実施例６は、実施の形態１に係る画像形成装置と同様のものを用い、片面画像形成モー
ドまたは両面画像形成モードの画像形成条件に応じて温度降下量判断時間を可変設定し、
定着ロール４１の温度制御を行うようにしたものである（図１５参照）。
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　本実施例における主な設定及び条件は、以下のとおりである。
・画像形成条件：片面画像形成モード、両面画像形成モード
・温度降下量判断時間：片面画像形成モード ４秒、両面画像形成モード ４秒
・閾値基準温度：片面画像形成モード ５℃、両面画像形成モード ３℃
・補正制御温度：片面画像形成モード －１０℃、両面画像形成モード －６℃
　すなわち、ユーザ入力情報としてユーザインタフェース１００の「読み取り方法（１０
３）」が選択され、図示外の「片面コピー」または「両面コピー」に選定されているとす
ると、この入力情報に基づいて温度降下量判断時間が可変設定される（図６（ａ）参照）
。
【００５３】
　今、ユーザ入力１５０には、作像処理枚数として５０枚、紙種として普通紙、作像条件
として白黒作像モード、画像形成条件として片面画像形成モードまたは両面画像形成モー
ドが選択されている。このとき、制御装置８０は、両面画像形成モードの場合、閾値基準
温度を３℃、補正制御温度を通常制御温度から６℃低い温度に設定し、片面画像形成モー
ドの場合、閾値基準温度を５℃、補正制御温度を通常制御温度から１０℃低い温度に設定
し、温度降下量判断時間内の温度降下量が閾値基準温度未満か否かに基づいて制御温度に
切分け調整する。
　このような設定下において、定着ロール４１の制御温度は、図１５に示すように、片面
画像形成モード、両面画像形成モード夫々の態様において、温度降下量判断時間経過後の
温度降下量が閾値基準温度未満であれば、制御温度が補正制御温度に切分け調整される。
尚、温度降下量が閾値基準温度以上であれば、通常制御温度に切分け調整される。
　本態様によれば、両面画像形成モード時は、１面目の定着でカールが発生しても２面目
の定着で反対側の形状にカールが補正されるため、片面画像形成モードに比べて閾値基準
温度を小さく且つ補正制御温度を高く設定ができる。
　このように画像形成モードにより閾値基準温度及び補正制御温度を可変設定することに
より、適正な温度制御を行うことができる。
【００５４】
◎実施例７
　実施例７は、実施の形態１に係る画像形成装置と同様のものを用いると共に、画像形成
装置内に少なくとも温度が検知可能な環境センサ３００を配設し、この検知情報に基づい
て制御装置８０が通常制御温度を補正するようにしたものであり、より適正な温度制御を
行うことができる（図３，５参照）。
　本実施例における環境条件及び制御温度は以下のとおりである。
・環境条件：低温（室温１０℃）、通常（室温２０℃以上２５℃未満）、高温（室温３０
℃）
・通常制御温度：１８８℃
・低温時の通常制御温度：通常制御温度 １８８＋１０℃＝１９８℃
・高温時の通常制御温度：通常制御温度 １８８－５℃＝１８３℃
　すなわち、図１６に示すように、通常定着時（例えば室温２０℃以上２５℃未満）の室
温をα、通常温度時の通常制御温度１８８℃をβ、室温２０℃を基準とした際の温度差を
ｔとすると、（室温，基準温度）は、室温が２０℃未満であれば（α－ｔ℃，β＋ｔ℃）
とし、室温がαより１℃低くなるにつれて通常制御温度をβよりも１℃上昇するように調
整される。したがって、低温（室温１０℃）であれば、（α－１０℃，β＋１０℃）とな
り、通常制御温度は通常時よりも１０℃高い１９８℃に調整される。
【００５５】
　一方、室温が２５℃以上であれば、上述した（室温，基準温度）は、室温２０℃を基準
にして（α＋ｔ℃，β－ｔ／２℃）に設定され、室温がαより１℃高くなるにつれて通常
制御温度をβよりも０．５℃下降するように調整される。したがって、室温３０℃であれ
ば、（α＋１０℃，β－５℃）となり、通常制御温度は通常時よりも５℃低い１８３℃に
調整される。
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　このように環境により通常制御温度を補正し、この温度を基準にして閾値基準温度や補
正制御温度を変更するようにすれば、環境条件に応じた温度調整を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明に係る定着装置の概要を示す説明図である。
【図２】本発明に係る定着装置において、制御装置による通常制御温度または補正制御温
度への切分け調整を示すグラフである。
【図３】本発明が適用された実施の形態１を示す説明図である。
【図４】実施の形態１の定着装置を示す説明図である。
【図５】実施の形態１で用いられる定着装置の制御系を示すブロック図である。
【図６】（ａ），（ｂ）は実施の形態１で用いられるユーザインタフェースを示す説明図
である。
【図７】実施の形態１に係る定着装置の定着処理プロセスを示すフローチャートである。
【図８】実施の形態１に係る定着装置において、制御装置による通常制御温度または補正
制御温度への切分け調整を示すグラフである。
【図９】実施の形態１に係る定着処理において、使用環境条件に応じて可変設定条件を可
変設定する態様の定着処理プロセスを示すフローチャートである。
【図１０】実施例１の結果を示すグラフである。
【図１１】実施例２の結果を示すグラフである。
【図１２】実施例３の結果を示すグラフである。
【図１３】実施例４の結果を示すグラフである。
【図１４】実施例５の結果を示すグラフである。
【図１５】実施例６の結果を示すグラフである。
【図１６】実施例７の結果を示すグラフである。
【符号の説明】
【００５７】
　１…加熱定着部材，２…温度センサ，３…制御装置，３ａ…判断要素，３ｂ…制御温度
可変要素，４…定着装置，５…記録材
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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